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障害のある幼児が安心・充実した学校生活を送ることができるようにするためには、就学に

際して「いつ、だれが、どのような情報を」引継ぎ、また「どのような」連携が求められてい

るのかについて、保育所と特別支援学校を対象とした質問紙調査により検討を行った。引継で

「伝えたい・知りたい・共有したい情報」として、「実態に応じた支援内容と支援方法」「家庭

および保護者の状況」など複数のカテゴリーが見出された。これらの情報は総じて、保育所、

特別支援学校の教職員双方が重要項目であるとの認識はあるものの、現状の引継では十分に共

有できていない課題や、就学前の引継に加えて就学後の連携の必要性在感じている現状も見出

された。以上より、引継のための資料や連携のあり方についてのさらなる検討の必要性が示さ

れた。
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I.問題と目的

2009年の保育所保育指針改訂により、保育要録の

記入・小学校への送付が義務づ、けられた。保育要録は

幼児期から学齢期への移行期において、切れ目のない

適切な支援につなげるための有効なツールである。し

かし、保育所と小学校の実際の引継の場で、保育要

録が有効に活用されていない（吾田， 2011）ことや、

幼保小連携の中で、おEいに求めている’情報と伝えたい

情報に差がある（河口・七木田， 2014）といった課

題が指摘されている。

遊びを通した発達の促進が中心の保育所・幼稚園

と、教科学習が中心の小学校とでは、生活面・学習面・

活動面において大きな違いがあり、就学直後は、障害

の有無に関わらず、「小lプロブレム」などと称され

るように、生活文脈の違いに戸惑う幼児が少なくない。

特に障害のある幼児の場合は戸惑いが大きいため、円

滑に学校生活をスタートさせるためには、保育所・幼

稚園と小学校との連携や移行が望まれることは言うま

でもない。そのため、就学時には、幼児の実態や取り

巻く環境、適切な支援など就学前の情報についての確

実な引継は大きな意味をもっと考えられる。

昨今では、幼保小の連携に加え、時代の流れを受け

て、特別なニーズのある子どもの滑らかな移行のため

には就学前からどのように園と学校とが連携をして

いけばよいのかを検証する実践（真鍋， 2007；山中，

2010; Jll瀬・吉岡， 2011など）や就学支援システム

の構築（松井， 2007など）が進められてきている。

しかしながら、障害のある幼児が就学する特別支援

学校と保育所の聞における引継の現状について焦点在

あてた報告や研究は十分になされていない。

したがって、効果的な引継を通して障害のある児童
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表1 調査回答者の概要

1.性別 男

女

2.年齢 20代

30代

40代

50代

60代

3. ~蹴重 所長・校長・管理職

クラス担任・学年担任l

加配・補助など

教諭（学年以外）

コーディネーター

が安心・充実した学校生活を送ることができるよう

にするための知見を得るため、保育所と特別支援学

校の間で、就学に際してどのような引継のあり方や

情報が求められているのかについて、質問紙調査に

より検討を行うこととした。

情報共有のための機会や引継のための資料は様々

あるが、本調査では特に知りたい情報が記載されてい

るのか、どの程度活用されているのかなどの現状を

把握することを目的とする。障害のある幼児の就学

に際して、学校に送り出す保育所が「伝えたい・知っ

てほしい内容」と、保育所から迎え入れる学校が「把

握したい・知りたい内容」について、双方にとって意

味のある引継内容と連携のあり方について検討する。

特別支援学校との連携のあり方を考えることは、障

害のある幼児に限らず、通常学級に入学する発達が

気になる子どもや健常児を含めた、全ての子どもの

円滑な就学移行にもつながるものと考える。

II.方法

1.調査対象

T県内保育所および知的障害特別支援学校小学部

教師を対象とした。配布数は224部（保育所84部、

特別支援学校140部）、回収数は224部（保育所84

部、特別支援学校140部）で回収率は 100%で、あった。

そのうち欠損値があるもの15部（保育所4部、特別

支援学校11部）を除く 209部のデータを分析対象と

した。

調査回答者の概要について、表1に示す。

保育所（N=80) 特別支援学校（N=129)

人数（人） 割合% 人数（人） 割合%

3 3.7% 17 13.2% 

77 96.3% 112 86.8% 

17 21.2% 24 18.6% 

27 33.8% 24 18.6% 

11 13.7% 47 36.4% 

24 30.0% 34 26.4% 

1 1.3% 。 0.0% 

22 27.5% 5 3.9% 

52 65.0% 16 12.4% 

6 7.5% 。 0.0% 。 0.0% 102 79.1% 。 0.0% 6 4.6% 

2.調査手続き

2015年12月に直接、学校ならびに保育所ごとに

とりまとめて質問紙を配布・回収した。なお、回答は

任意であることを、紙面ならびに配布時に確認した。

3.調査項目

保育要録や、特別支援学校で活用されている個別

の教育支援計画・個別の指導計画などの様式を各種

参考にしながら、次の大項目の中に具体的な内容と

して小項目を設定して提示した。

①回答者の基本的属性

②引継の時期について

③引継を行う相手について

④引継資料の内容について

⑤就学後の連携の必要性について

⑥就学時に必要と考える情報について

⑦その他自由記述

4.分析手順

「①回答者の基本的属性」「②引継の時期」「③引継

を行う相手」「④引継資料の内容J「⑤就学後の連携の

必要性jについては回答ごとの割合を算出して比較

した。「⑥就学時に必要と考える情報」については、「と

てもそう思う」「ややそう思う」「どちらともいえない」

「ややそう思わない」「全く思わない」の5件法で尋ね、

項目ごとの平均を算出して比較した。
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表2 引継相手と引継時期について

保育所（N=80) 特別支援学校（N=129)

人数（人） 割合% 人数（人） 割合%

引継相手 小学校 78 97.5% 。 0.0% 

（複数回答可） 小学校特別支援学級担当 29 36.2% 。 0.0% 

特別支援学校 4 5.0% 。 0.0% 

幼稚園・保育所の管理職 。 0.0% 65 50.4% 

就学児の担当者 。 0.0% 88 68.2% 

その他 。 0.0% 1 0.8% 

引継時期 4月～8月 1 1.2% 44 34.1% 

9月～12月 25 31.2% 2 1.6% 

1月～2月 38 47.6% 3 2.3% 

3月 16 20.0% 45 34.9% 

未回答 。 0.0% 35 27.1% 

表3 就学後の連携について

保育所（N=80) 特別支援学校（N=129)

人数（人） 割合% 人数（人） 割合%

就学後の 行なっている 42 52.5% 100 77.5% 

連携の有無 行なっていない 38 47.5<1も 29 22.5% 

就学後の
必要だと思う 57 71.2% 97 75.2% 

連携の必要’l生
どちらともいえない 23 28.8<Jも 31 24.0% 

必要でない 。 O.O<Jも 1 0.8% 

目結果と考察

1.引継担当者と時期について

障害のある幼児の就学時に、保育所と特別支援学校

が行っている引継の相手（担当者）、および時期につ

いて表2に示す。

保育所が引継を行う相手は、「小学校（78

名、 97.5%）」、「小学校特別支援学級担当（29名、

36.2%）」、「特別支援学校（4名、 5.0%）」であった。

特別支援学校が引継を行う担当者は、「幼稚園・保育

所の管理職（65名、50.4%）」、「就学児の担当者（88名、

68.2%）」、「その他（1名、 0.8%）」であった。その他

は「療育施設担当者」で、あった。

引継の時期については、保育所が引継を行う最も

多い時期は、「1月～ 2月（38名、 47.6%)J であ

り、次いで「9月～ 12月（25名、 31.2%）」であっ

た。特別支援学校の引継が多い時期は、「3月（45名、

34.9%）」と「4月～8月（44名、34.1%）」であった。

特別支援学校の引継は入学直前と入学後に多いが、保

育所の場合は入学時期に限らずに行う場合が多いよう

である。保育所の引き継ぎ相手として小学校が多いこ

とから、学校種が異なることで引継の時期にも違いが

みられることが推察される。

2.入学後の連携について’

就学後の連携の有無、および連携の必要性について

の回答結果を表3に示す。

就学後も「連携を行っている」と回答した保育所の

教師は42名（52.5%）であり、「連携を行っていない」

と回答した38名（47.5%）と大きな差はみられなかっ

た。一方、特別支援学校では、「連携を行っている」

との回答は100名（77.5%）であり、「連携を行って

いなしリ 29名（22.Q%）を大きく上回った。特別支

援学校においては、保育所に限らず障害児の療育施設

などとの連携も多いことが要因であると推察される。

就学後の連携の必要性を尋ねる質問に対しては、「連

携が必要だと思う」回答は、保育所が57名（71.2%）、

特別支援学校が97名（75.2%）であった。どちらも

全体の3分の2程度が就学後の連携の必要性在感じて

q
d
 



表4 引継資料に記載があると自答した人数と割合

保育所（N=71)

数（人） 割合（%）

51 71.8% 

66 93.0% 

1家族構成

2障害名

3障害者手帳の有無

4成育歴

5通院相談歴

6本人の興昧関心

7身辺処理面の様子

8コミュ二ケーション面の様子

9身体機能面の様子

10身辺処理面の支援内容

11コミュニケーション面の支援内容

12身体機能面の支援内容

13具体的な支援方法

14医療機関の利用状況

15相談機関の利用状況

16好きな遊び

17得意なこと

18嫌いな活動

19苦手なこと

20保護者の思いや考え

21現在の効果的な支援内容

22入学後に想定される課題

23入学後に必要な支援

24家庭の経済状況

25保護者の協力姿勢

26家庭環境について

27情報提供について保護者の同意

28個別の保育計画

9

8

9

7

3

5

2

0

2

0

7

3

9

4

・

8

6

6

7

3

4

6

6

9

5

8

2

3

5

4

6

6

6

6

6

6

6

5

5

4

6

6

5

6

3

5

2

2

2

4

1

1

 

54.9% 

81.7% 

69.0% 

94.4% 

88.7% 

91.6% 

87.3% 

84.5% 

87.3% 

84.5% 

80.3% 

74.7% 

69.0% 

90.1% 

95.8% 

78.9% 

93.0% 

52.1% 

74.7% 

33.8% 

36.6% 

8.5% 

40.9% 

63.4% 

25.4% 

16.9% 

特別支援学校（N=77)

数（人） 割合（%）

10 13.0% 

61 79.2% 

41 53.3% 

55 71.4% 

39 50.7% 

57 74.0% 

60 77.9% 

59 76.6% 

59 76.6% 

42 54.6% 

41 54圃3%

39 50.7% 

46 59.7% 

55 71.4% 

50 64.9% 

58 75.3% 

56 72.7% 

57 74.0% 

58 75.3% 

10 13.0% 

9 11.7% 

5 6.5% 

4 5.2% 

1 1.3% 

4 5.2% 

6 7.8% 

2 2.6% 

13 16.9% 

おり、双方にとって連携の必要性が示された。

3.引継資料に記載されている内容について

引継資料の内容は、保育所と学校が共有する情報で

ある。引継資料に記載された情報が全て伝われば情報

が共有でき、有効な引継がなされたと言える。引継資

料が効果的に活用されているのか、必要な情報を保育

所が「伝え」、学校が「把握」しているのかについて

まとめたのが表4である。

本調査の回答者の中で、「ヲ｜継資料を活用している」

と回答の得られた保育所71名（80名中71名）、特別

支援学校77名（129名中77名）の回答をもとにして

割合を求めた。

まず、「身辺処理面の様子」「コミュニケーション面

円／－qd
 

の様子」「身体機能面の様子」と比較して、「入学後に

想定される課題」「入学後に必要な支援」「家庭の経済

状況」などの記載の割合が低い実態が示された。

次に、「障害者手帳の有無」について、「ヲ｜継資料に

記載がある」と回答したのは、保育所54.9%、特別支

援学校53.3%であった。「個別の保育計画」について

は、それぞれ16.9%と16.9%であった。どちらもほぼ

同じ割合で円｜継資料に記載がある」との回答が得ら

れた。一方、「家族構成」について、「ヲ｜継資料に記載

がある」と回答したのは、保育所が71.8%、特別支

援学校が 13.0%と、大きな差がみられた。「家庭環境

について」は、保育所が63.4%、特別支援学校が7.8%

であり、この項目についても保育所と特別支援学校と

の差が大きい。保育所は「引継資料に記載している・



表5 引継資料に記載が必要な内容（5件法）

保育所 特別支援学校

平均 標準偏差 平均 標準偏差

1家族構成

2障害名

3障害者手帳の有無

4成育歴

5通院相談歴

6本人の興昧関心

7身辺処理面の様子

8コミュニケーション面の様子

9身体機能面の様子

10身辺処理面の支援内容

11コミュニケーション面の支援内容

12身体機能面の支援内容

13具体的な支援方法

14医療機関の利用状況

15相談機関の利用状況

16好きな遊び

17得意なこと

18嫌いな活動

19苦手なこと

20保護者の思いや考え

21現在の効果的な支援内容

22入学後に想定される課題

23入学後に必要な支援

24家庭の経済状況

25保護者の協力姿勢

26家庭環境について

27情報提供について保護者の同意

28個別の保育計画

伝えている」ととらえているが特別支援学校側は「ヲ｜

継資料に記載がある・把握している」とはとらえてい

ないことが伺える。

次に、「身辺処理面の様子」について、「ヲ｜継資料に

記載がある」と回答したのは、保育所が88.7%、特

別支援学校が77.9%であり、大きな差ではないが、保

育所の方の割合が若干高い結果となっている。「コ

ミュニケーション面の様子」についても、保育所が

91.6%、特別支援学校が76.6%であり、保育所の方が

特別支援学校よりも「ヲ｜継資料に記載している・伝えて

いる」ととらえる割合が高くなっていることが分かる。

全ての項目において、保育所の方が特別支援学校よ

りも「引継資料に記載している・伝えている」割合が

高い結果が示された。

4.6 0.74 4.5 0.67 

4.8 0.46 4.8 0.46 

4.6 0.65 4.7 0.61 

4.7 0.53 4.7 0.55 

4.7 0.52 4.6 0.57 

4.8 0.48 4.8 0.38 

4.8 0.50 4.8 0.40 

4.9 0.33 4.8 0.40 

4.8 0.45 4.9 0.36 

4.8 0.50 4.7 0.59 

4.9 0.39 4.7 0.60 

4.8 0.48 4.7 0.55 

4.8 0.44 4.6 0.63 

4.6 0.56 4.6 0.53 

4.7 0.57 4.5 0.58 

4.7 0.59 4.6 0.57 

4.9 0.38 4.7 0.58 

4.7 0.50 4.6 0.57 

4.8 0.47 4.6 0.55 

4.6 0.62 4.6 0.57 

4.7 0.64 4.6 0.60 

4.3 0.90 4.2 0.82 

4.3 0.82 4.2 0.81 

3.2 1.02 3.7 0.92 

4.3 0.76 4.1 0.79 

4.5 0.72 4.3 0.81 

4.1 0.87 4.3 0.85 

3.7 0.95 4.2 0.84 

「障害者手帳の有無」「個別の保育計画」については

大きな差がみられず、保育所と特別支援学校ともに「引

継資料に記載がある」と認識されているのは、この項

目が明確な事実の記載による内容であるためと考えら

れる。他の項目において、保育所と特別支援学校の認

識に差がみられ、ほとんどの項目において保育所の割

合が高いのは、保育所の担当者は円｜継資料に記載し

た・伝えた」と感じているが、特別支援学校の担当者

にとっては「ヲ｜継資料への記載がない・把握していな

い」情報になっていると懸念される。特に大きな差が

みられた「家族構成」「家庭環境について」においては、

特別支援学校側は保育所から伝えられた情報よりも多

くの情報または別の情報を望んでいたためとも考えら

れる。
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引継資料への記載について保育所と特別支援学校と

の認識の結果に差が生じた理由として、次の4点が考

えられる。まず、特別支援学校側の情報共有の体制の

課題である。特別支援学校における引継の担当者と就

学後の児童の担任が異なるため情報の伝達不足があ

る、あるいは、引継資料が管理職等に留まり、全員で

の情報共有がなされていない等の現状が推察される。

次に、引継資料の様式や記述内容の課題である。引継

資料に記載された内容が多く、情報が適切に伝わって

いない、あるいは、記載されている情報では不足して

いる等が予想される。 3点目は、引継の時期による課

題であり、幼児の実態把握が不十分な時期に資料に自

在通したことにより内容が十分に理解されていない等

の可能性がある。 4点目は、特別支援学校の教師が求

める情報との不一致による課題である。特別支援学校

の教師は特別支援教育の知識を有するため、支援内容

や支援方法に関する情報よりも子どもの健康面での配

慮や保護者の状況や家庭環境などについての情報を求

める傾向が強く、記載されている情報以外の情報を期

待していることも考えられる。

このように、保育所側が「伝えている」と認識して

いる現状と、特別支援学校側が「把握した」と認識し

ている内容には大きな差異があることが伺えた。

4.引継に必要な情報について

保育所と特別支援学校が「ヲ｜継に必要である」と考

えている内容について、「とてもそう思う（5点）」「や

やそう思う（4点）」「どちらともいえない（3点）」「や

やそう思わない（2点）」「全く思わない（1点）」の5

件法で問うた結果の各項目の平均得点を表5にまとめ

た。表4と比較して大きなばらつきゃ、保育所と特別

支援学校聞の差はみられず、保育所、特別支援学校の

双方が、全ての項目において、満点在5としたときの

平均が3あるいは4以上の結果となり、全ての項目が

引継に必要な情報ととらえられていることが分かる。

(1）引継に必要な内容について

引継に必要な内容の重み付けを項目にまたがる傾向

で明らかにするため、因子分析を行った（主因子法・

パリマックス回転）。因子負荷がlつの因子について

0.40以上で、かつ2つ以上の因子にまたがって負荷

を示さない項目を選出した。その結果、引継に必要な

内容については妥当な解釈が可能な7因子が抽出され

た。因子分析の結果を表6に示す。

第1因子は、子どもの障害（能力、実態）に応じた

支援内容と支援方法（例えば項目 11、10など）に高

い負荷量が付与された。したがって、「実態に応じた

支援内容と支援方法」と命名された。第2因子は、家

庭及び保護者の状況（例えば項目26、24など）に高

い負荷量が付与された。したがって、「家庭および保

護者の状況」と命名された。第3因子は、子どもの

苦手なこと嫌いな活動、得意なこと（例えば項目 19、

18など）に高い負荷量が付与された。したがって、「子

どもの苦手や得意な具体的活動」と命名された。第4

因子は、子どもの身辺処理面の様子や子どもの障害の

実態（例えば項目7、9など）に高い負荷量が付与さ

れた。したがって、「日常生活における実態」と命名

された。第5因子は、入学後に想定される課題、場面

を想定限定した実態や支援内容、課題（例えば項目

22、23など）に高い負荷量が付与された。したがって、

「集団場面や新規場面における課題と支援内容」と命

名された。第6因子は、医療機関の利用状況や相談歴

（例えば項目 14、15など）に高い負荷量が付与された。

したがって、「他機関との連携」と命名された。第7

因子は、障害者手帳の有無や障害名等の基本情報（例

えば項目3、2など）に高い負荷量が付与された。し

たがって、「基本情報」と命名された。

その他、因子分析過程で、どこにも負荷しなかった

項目4「生育歴」、項目6「本人の興味関心」、項目 16「好

きな遊び」、項目20「保護者の思いや考え」の4つは、

1因子として項目が独立していると考えたほうが妥当

であると解釈した。

(2）保育所と特別支援学校が引継に必要と考える情

報の違いについて

保育所が「伝えたい・知ってほしい内容」と特別支

援学校が「把握したい・知りたい内容」に違いがある

のかを検討した。分析にあたっては、 7因子ならびに

独立4項目について、平均値の差の検定（T検定）を

実施した。表7に分析結果を示す。

その結果、因子l「実態に応じた支援内容と支援方

法」（保育所4.79、特別支援学校4.65）、因子3「子

どもの苦手や得意な具体的活動」（保育所4.79、特別

支援学校4.64）についてのみ、保育所側の伝えたい

要望が有意に高い結果が得られた（pく .05）。むしろ、

引継に必要な情報として導き出された7因子ならびに

独立4項目については、総じて得点は高かった。この

ことから、保育所、特別支援学校ともに「伝えたい・

知ってほしい」「把握したい・知りたい」情報、つま

り「共有したい情報」としてとらえられていることが
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因子1 因子2

表6 引継資料に記載が必要な内容についての因子分析結果

因子6．－ ．－ ，一 ． ．一 ．－ ．一
11コミュ二ケーション箇の支媛内容 0.91 0.12 0.10 0.08 0.12 0.09 0.01 

10身辺処理面の支援内容 0.88 0.15 0.03 0.24 0.14 0.04 0.06 

12身体機能面の支援内容 0.82 0.07 0.09 0.12 0.14 0.06 0.11 

13具体的な支援方法 0.71 0.14 0.12 0.07 0.23 0.08 0.05 

26家庭環境について 0.12 0.78 0.16 0.05 0.22 0.06 0.06 

24家庭の経済状況 0.00 0.70 0.05 0.06 0.24 0.07 0.11 

25保護者の協力姿勢 0.27 0.67 0.16 0.14 0.23 0.13 0.02 

27情報提供について保護者の同意 0.09 0.57 0.04 0.08 0.14 0.05 0.13 

19若手なこと 0.10 0.10 0.90 0.09 0.12 0.03 0.09 

18嫌いな活動 0.08 0.15 0.88 0.17 0.08 0.11 0.07 

17得意なこと 0.13 0.09 0.73 0.20 0.10 0.14 ー0.04

7身辺処理面の様子 0.09 0.12 0.09 0.92 0.11 0.12 0.11 

9身体機能面の様子 0.22 0.08 0.17 0.75 0.10 0.08 0.15 

8コミュニケーション箇の犠子 0.16 0.05 0.23 0.66 0.06 0.18 0.04 

22入学後に想定される課題 0.16 0.31 0.12 0.08 0.73 0.17 0.06 

23入学後に必要な支嬢 0.16 0.30 0.11 0.10 0.71 0.15 0.05 

21現在の効果的な支援内容 0.28 0.11 0.14 0.06 0.59 0.07 0.06 

28個別の保育計画 0.10 0.35 0.00 0.08 0.46 0.02 一0.04

14医療機関の利用状況 -0.Ql 0.12 0.13 0.18 0.13 0.88 0.19 

15相談機関の利用状況 0.16 0.12 0.10 0.16 0.20 0.80 0.10 

5通院相談陸 0.20 0.12 0.13 0.08 0.03 0.41 0.30 

3障害者手帳の有無 -0.03 0.15 0.03 0.09 0.08 0.19 0.83 

2障害名 0.09 0.08 0.02 0.16 0.09 。圃03 0.66 

1家族構成 0.10 0.35 0.04 一0.06 -0.01 0.13 0.41 

推察される。

なお、第l因子「実態に応じた支援内容と支援方法」、

第3因子「子どもの苦手や得意な具体的活動J、第4

因子「日常生活における実態」、第6因子「他機関と

の連携」、第7因子「基本情報」および項目4「生育歴」、

項目6「本人の興味関心」、項目 16「好きな遊びJに

ついては、現状においても引継が行われており、ヲ｜継

資料に記載されている情報と重なる内容が多い。一方

で、第2因子「家庭および保護者の状況」と第5因子「集

団場面や新規場面における課題と支援内容」および項

目20「保護者の思いや考え」は、現状の引継におい

ては、記載が少ない、あるいは引継の現状の割合が少

ない項目である。乙れらについても情報共有の要望が

高いことから、今後はこれらの因子を念頭においた引

継資料の様式や内容の整備や検討が望まれる。

5.自由記述からの保育所、特別支援学校の引継に対

する要望

(1）保育所からの要望

因子3 因子7因子4 因子5

保育所側から挙げられた自由記述による引継に関す

る要望を表8に示す。

保育所からの意見要望は，「支援方法についてJ「入

学後の連携について」「小学校に期待することについ

て」「引継様式・内容について」「連携回数の確保につ

いて」「担当者同士の連携の必要性について」の6つ

に大きく分けられた。中でも、「（保育所からの情報を）

もっと活用して欲しい」「園で実践している効果的な

支援がある場合、それについて直接話しができたらよ

い」「子どもの様子を小学校から見に来てもらいたい」

など保育所での実践を学校に伝えることで幼児の安定

した学校生活へと繋げていきたい願いが込められてい

る。

(2）特別支援学校からの要望

特別支援学校側から挙げられた自由記述による引継

に関する要望を表9に示す。

特別支援学校からの要望意見は、「引継書類の内容

について」「家庭状況と保護者の考えについて」「入学

戸
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表7 引継に必要と考える情報

因子1 実態に応じた支援内容と支援方法

因子2 家庭および保護者の状況

因子3 子どちの苦手や得意な具体的活動

因子4一日常生活における実態

因子5 集団場面や新規場面における課題と支援内容

因子6 他機関との連携

因子7 基本情報

項目4 生育歴

項目6 本人の興昧関心

項目16好きな遊び

項目20保護者の思いや考え

上段：平均得点、下段：標準偏差

後の連携について」「引継様式・内容について」「必要

に応じた連携について」「連携回数の確保について」「担

当者同士の連携の必要性について」の7つに大きく分

けられた。保護者の考えや家庭状況についての情報を

保育所の担当者から口頭で、伝えて欲しい要望が挙がっ

ている。「ヲ｜継様式・内容について」は「必要最小限

のことを正確に資料に記入し」「把握しやすい資料に

なると良い」の意見が挙がっており、把握しやすい引

継資料の様式や内容を望む意向が伺える。また、「必

要なときに気軽に連絡を取り合えると良い」「もっと

フットワーク軽く連携を行えると良い」など現実的で

効率的な連携を望んでいることもうかがえる。

N.まとめ

障害のある幼児が就学するに際して、就学前に幼児

の保育所・幼稚園で、の保育実践の蓄積を小学校への指

導につなぐ引継と、就学後に新たな支援者を含めて子

どもの姿を改めて見極め、より良い子どもの成長と学

び、へと繋げてして連携が求められる。特別なニーズの

ある幼児の場合、就学後のフォローも必要である（平

津・坂本・池谷・日比， 2012）と述べられていると

保育所 特別支援学校 P値 t検定

4.79 4.65 。ヨ04 ＊ 

0.41 0.54 

4.03 4.07 0.64 

0.67 0.71 

4.79 4.64 。割03 * 
0.39 0.53 

4.82 4.85 0.54 

0.38 0.35 

4.26 4.32 0.50 

0.65 0.63 

4.65 4.59 0.38 

0.44 0.49 

4.65 4.69 0.48 

0.41 0.50 

4.70 4.71 0.86 

0.54 0.55 

4.80 4.84 0.46 

0.49 0.38 

4.65 4.62 0.72 

0.60 0.58 

4.60 4.59 0.90 

0.63 0.57 

おり、引継に加えて就学後の連携の充実は重要な課題

である。これらの引継と連携が円滑に進むことで、子

どもはもちろん、保護者、保育所・学校の教師など、

子どもを取り巻く大人の安心にもつながる。

就学前の引継では、保育所と特別支援学校の双方が

必要と感じている情報は次の 11つに分類された。

第1因子「実態に応じた支援内容と支援方法」

第2因子「家庭および保護者の状況」

第3因子「子どもの苦手や得意な具体的活動」

第4因子「日常生活における実態」

第5因子「集団場面や新規場面における課題と支援内

容」

第6因子「他機関との連携」

第7因子「基本情報」

項目4「生育歴J

項目6「本人の興味・関心」

項目 16「好きな遊び」

項目20「保護者の思いや考え」

これらの内容が適切に引継資料に記載され、確実に

共有される情報となるためには、保育所と特別支援学
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表8 引継に対する保育所からの要望（自由記述より）

支援方法について

・本人が使っていたツーJレを、使ってもらえるように渡したい

－特に集団活動が苦手な子供に対しては、保育園でどのように支援していたか、どのような支援が必要なのか、入学して

からち連携をとってち良いのではないか

・人数ち多く、資料ち多いとかえって目を通したり、印象に残りづらいかもしれない（要領が見られていない所ちあると

聞いた）ので、支援が必要だったり、園で実践している効果的な支援がある場合、それを直接話しができたらよい

－その子なりの方法や、安心できる環境等、具体的にお伝えできる機会が多くなることを願います

入学後の連携について

－入学後ち授業参観に参加さぜていただいたり学校での様子を知ら世てちらったりしながら連携を図っていきたい

・ぜひ入学後ち定期的に連携を取りたい（同意見4)

小学校に期待することについて

－小学校の知りたいことと（保育所の）伝えたいことが合致すればよいと思う

・複数回の引継ぎのうち1回は、 （保育所の）集団の中での様子を見てちらいたい

－環境が変わることで、子供の戸惑いが大きくあらわれると思われるので、保育所、小学校、保護者がしっかり話し合

い、子供がなるべくスムーズに慣れていけるようにしたい

－口頭や書面では伝わらないことがあるので個別配慮がいる子供の様子を小学校から見に来てちらい、それをふまえて引

継ぎを行うと良いように思う

・小学校から園に見に来てもらう、園から小学校の様子を見に行く機会を普段からちつことでより、引き継ぎが密になる

ように思う

－どれだけ子供の様子や配慮、面を伝えてち「また小学校でも見ていきますね」で終わり、なかなかゆっくり伝える時間も

ないため残念に思うときがある

（保育所からの情報を）ちっと活用して欲しいです

・体験入学に保護者と保育±が共に参加する等、課題や支援の方法を共有できる機会があると良いかと思います

．引継ぎがもう少し中身のあるものになるにはどのようにしたらよいのか？

・小学校の先生方に引継ぎはするが、 4月（入学）に移動になってしまうと前年度の先生からしっかり引き継ぎがされて

いるのかどうか分からず不安に感じることがある。保育要録ちしっかり引き継ぎ資料として記入しているが小学校によっ

ては先入観をちって子と‘ち達を見てしまうため、見ていないというところちあると耳にし、残念に思っている

・引継ぎで小学校の先生は主にどんなことに重点を置いて子どちの様子を知りたいと思っているのかと感じる

引継様式・内容について

・引継ぎは大切であるが、決まった形式があれば書きやすい。町全体で引継ぎをしようと考え、全ての保育所、保育園、

小学校が協力していくことが大切である

－障害によって引継ぎ資料に記入する項目が変わることちある

連携回数の確保について

・気になる子に対しては、ちっと情報交換をとり連携をとりたい

（保育J要領に対する意義の違いを強く感じています。引継ぎに対する意見交換がちっと必要なのではないかと思いま
す

担当者同士の連携の必要性について

－できるごとであれば現在の保育所担任と小学校の担任で詳しい話をし、こういうときにこうしている、こうしてああし

てると落ち着くなどかかわり方を知らぜ合うと良いと思う

・入学後に小学校で感じた事等出てくることちあるので、連携として春に話の場があってちょいかちしれない

・4月に担任となった先生と保護者と保育士が話し合えると子どちにとって良いのではないかと思います

－加配担当者が直接、小学校の担当者と話せる機会がほしい（書類だけでは伝えきれない部分がある）

・個別配慮、児は園で行っていた支援内容を特別支援級でも継続して取り組むことが大切だと思うので引継ぎは担当職員同

士で直接行えた方が効果的だと思う

校が互いに「伝えたい情報」「把握したい情報」につ

いて理解するとともに、引継資料の内容や様式につい

ての整備と検討が必要と考える。

また、引継の時期に関しては、就学前の引継はもち

ろん、…就学後の連携を含めた、形式的な単発の引継で

はなく複数回の連携が望まれる。引継のあり方として

は、就学前には引継資料をもとに情報共有を行い、就

学後に実際の児童の様子をもとに学校生活について話
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表9 引継に対する特別支援学校からの要望（自由記述より）

引継書類の内容について

・生命に関わることを詳しく引き継ぐ必要がある（病気、食事など）

・入学後安全確保に必要な情報（病気服薬アレルギー、てんかん）

家庭状況と保護者の考えについて

－保護者にち様子や支援方法、思いなどを書いてもらえると良い

．保護者とは別の場で懇談したい

－保護者との面談、ケースによっては移行支援会議ち必要（保護者は一部参加など）

・保護者の考えや家庭の状況については記述に十分注意をする必要がある。口頭で伝える機会がれば必ずしち記入しなく

てち良い

－経済状態や協力体制は資料ではなく担任同士が話す機会に口頭で伝えてほしい

．保護者の協力姿勢や経済状態について知りたい

入学後の連携について

－必要に応じてケース会議を行うと良い

引継様式・内容について

・引き継ぎ用資料の作成が負担にならないように、市教委などに提出するような文書と兼ねて使える形にしたらよい

・引き継ぐ側は書きやすく、負担になりすぎず、受け入れ側にとってち把握しやすい資料になると良い

・引継をスムーズに行うためには情報を精選することが必要。必要最小限のことを正確に資料に記入し短く説明してもら

う。質問事項を元に話し合えると良い

－ヨ｜継の項目は多くてち良いが、内容（文章）が長々するものはいらない

必要に応じた連携について

・入学後に特に日を設けて園との連携は行っていないが、支援に困っている時に電話で相談したことがある

・担任が必要に応じて保育園などに出向き、具体的事項について聞き取りを行うとよい

・定時の引継以外に必要なときに随時連絡を取り合えるようにしておくことが大切

－必要なときに気軽に連絡を取り合えると良い

－必要な対象児のみ（引継を行う）というのが実際的

連携回数の確保について

－ちっとフットワーク軽く行えると良い

－幼・保での様子を見学すること大切、学校で体験すること大切。

．定期的な連携が必要である

・入学後にも数回連携をとりたい（ 1学期）

担当者同士の連携の必要性について

－入学後の5月頃に担任同土で話ができると良い

・引継は大切だが、時聞がない、担当者が代わるなど難しい面がある。担任は子どちの様子を少し知ってから聞きたいこ

とが分かる

－入学後様子が分かってからの引継がよい。特に問題がない限り定期的な連携は必要と感じない

・入学後の行事に前籍園の先生を招き現在の姿を見てちらう。担任と情報交換が出来ると良い

し合うなど、入学後の継続的あるいは定期的な連携と、

新旧担当者同士の連携も必要となる。そして、一方的

な情報伝達に終わるのではなく、双方が子どもの実態

を知り得た上で効果的な支援内容や方法についての情

報を交換し合う双方向の情報伝達が情報共有につなが

ると考える。

今後は、保育所や特別支援学校の実践が障害のある

児童の安心・充実した学校生活につながるように、本

調査で得られた結果をもとに有効な引継資料の整備・

改善への提案を行いたい。

附記

本研究は、 T県という一地域のみを取り上げた調査

であることから、今回の結果の一般化は慎重に行う必

要があると考えられる。
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